
基準地が市内の用途区域に対して十分対応できないこと、用地購入にあたり、不

動産鑑定を求められる事案が増えてきたことから、鑑定評価を不動産鑑定士に委託する件数が増加する可能性がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 登記事務委託件数（件） 0 0 3 2 2
指標
活動 鑑定評価件数（件） 0 2 11 2 2
指標
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単位：千円
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